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=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会 先週の動き ９月17日～９月20日 ◆◇◆ 

≪９月19日（木）≫ 

 「評議員会」を書面開催。「まち・ひと・しごと創生対策特別委員会」の設置要綱を一

部改正し、従来のまち・ひと・しごと創生に加え、人口減少問題を含め地方創生全般に関

する事項について、その対策を審議すること、構成員を増員すること、名称を「地方創生

対策特別委員会」に変更することを決定した。 

[企画調整室、行政部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 国の会議等の動き ◆◇◆ 

≪９月18日（水）≫ 

 「第32回中央環境審議会総会」が開催され、本会から髙橋・稲城市長がオンラインで出

席した。 

 会議では、同審議会の審議状況及び当面の諸課題等について説明があった後、意見交換

を行った。 

 髙橋・稲城市長からは、①太陽光パネルのリサイクル促進も重要であるが、発電事業者

に太陽光発電設備の撤去及び原状回復を義務付けることも必要である、②東京都では賛否

両論あったが住宅への太陽光パネルの設置が義務化された。エネルギーの地産地消の全国

展開に資するこれらの取組について国でも再考を検討いただきたい、③全国的に脱炭素化

の取組が進むようトップランナー方式ではなく地域特性に応じた標準モデルを全国展開

していく必要がある等の発言があった。 

[経済部]  
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≪９月19日（木）≫  

「第182回社会保障審議会医療保険部会」が開催され、厚生労働省から医師偏在是正に

向けた総合的な対策パッケージの骨子案、令和７年度予算概算要求（保険局関係）、令和

５年度医療費の動向、ＮＤＢの第三者提供手数料の改正について報告。 

本会から前葉・津市長がオンラインで出席し、①医師偏在是正対策の骨子案の論点にお

いて、経済的インセンティブによる偏在是正を進めるため保険者等から協力を得るなどの

方策の検討について提案されているが、保険給付以外の支出協力を保険者に求めるとした

場合、被保険者の理解を得ることは簡単なことではないこと、また、②ＮＤＢ（匿名医療

保険等関連情報）の第三者提供手数料の改正に関して、地方公共団体に対する手数料免除

措置の継続等を求める本会の「意見書」（９月12日付）等を踏まえ、地方公共団体に対す

る手数料については、引き続き、免除されることになったことについて謝意等の発言を行

った。 

 [社会文教部] 

≪９月19日（木）≫ 

「第114回社会保障審議会介護保険部会」が開催され、介護情報基盤について審議。 

本会から大西・高松市長がオンラインで出席し、①令和８年度から稼働することが求め

られている介護情報基盤に関して、厚生労働省の調査においても、人口規模の大きな自治

体を中心に令和７年度末までに標準準拠システムへの移行は困難であることが明らかに

され、今後の取組において、自治体の意見を丁寧に聞くとともに、移行への問題点を明ら

かにしたうえで、基盤整備に向けた具体的な解決方法を提示するなどの支援を求めた。 

また、②介護情報は、自治体のみならず、介護事業所、医療機関、利用者で共有されて

初めて効果が発揮されるものであり、さらに、基盤構築に当たっては、ＰＭＨ（Ｐｕｂｌ

ｉｃ Ｍｅｄｉｃａｌ Ｈｕｂ）を活用し、情報連携することが想定されており、他の分

野の進捗にも十分留意するとともに、各ステークホルダーの状況も踏まえ、実現可能な仕

組みとなるよう、柔軟な対応を求める等の発言を行った。 

[社会文教部] 

≪９月19日（木）≫ 

 「第57回中央環境審議会循環型社会部会」が開催され、本会から石山・大野市長がオン

ラインで出席した。 

 会議では、環境省から「廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ

計画的な推進を図るための基本的な方針」の変更について説明があった後、意見交換を行

った。次いで、環境省からその他報告事項について説明があった後、意見交換を行った。 

[経済部] 

≪９月20日（金）≫ 
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 「令和６年度第１回食育推進評価専門委員会」が開催され、本会から石井・君津市長が

オンラインで出席した。 

会議では、今後の審議内容等について審議及び第４次食育推進基本計画を踏まえた取組

について委員ヒアリングがあった後、意見交換を行った。 

 [経済部] 

≪９月25日（水）10：30≫ 

「第７回民間建築物等における木材利用促進に向けた協議会（通称「ウッド・チェンジ

協議会」）」が開催され、「木材利用促進月間」の取組、ウッド・チェンジへの取組、協議

会の検討状況について説明があった後、意見交換。本会から太田・真庭市長がオンライン

で出席予定。  

[経済部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 市長の選挙 ◆◇◆ 

注）新任の日付は、任期起算日です。 
新任市長名につきましては、字体の変更がある場合もあります。 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国市長会からのお知らせ ◆◇◆ 

◇ 低気圧と前線による大雨に伴う災害により３市に災害救助法が適用され 

 る 

低気圧と前線による大雨に伴う災害により、被害を受け、又は受けるおそれが生じた３

市に災害救助法（災害救助法施行令第１条第１項第４号）が適用されました。被災地の皆

様に心からお見舞い申し上げます。 

 

〔９月21日付〕 

【石川県】七尾市、輪島市、珠洲市 

[総務部] 

=============================================================================== 

◆◇◆ 全国都市数 令和６年９月24日現在 ◆◇◆ 

（選挙日） （ 市 名 ） （ 市 長 名 ） （ ふ り が な ） （ 期 数 ） 

9 月 2 2 日 神奈川県伊勢原市 萩 原 鉄 也 は ぎ わ ら て つ や 1期（新任 10 月 1日） 

9 月 2 2 日 神 奈 川 県 座 間 市 佐 藤 弥 斗  2 期 

9 月 2 2 日 大 阪 府 摂 津 市 嶋 〇 野 〇 浩 一 朗 しまのこういちろう 1期（新任 10 月 12 日） 

9 月 2 9 日 和 歌 山 県 岩 出 市 中 芝 正 幸  6 期（9月 22 日無投票） 
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＝ 815 都市 ＝ 

政 令 指 定 都 市  20  

中 核 市  62  

施 行 時 特 例 市  23  

一 般 市  687  

特 別 区  23  

[調査広報部] 

=============================================================================== 

◇ 「令和６年９月21日からの大雨（石川県の大雨特別警報）」に関する災害

情報掲示板の設置について 

「令和６年９月21日からの大雨（石川県の大雨特別警報）」に関する災害掲示板を設置

しています。 

被災地に支援された場合、支援内容を本会ＨＰ内「災害情報掲示板」へ書き込みをお願

いします。 

◇閲覧・投稿・返信 

https://www.mayors.or.jp/member/p_shitsubu/ms_gyousei/ms_saigaijouhou/2024/09/2

40921ooame.php 

 

 ※メンバーズページ内にあるリンクから災害情報掲示板に移動してください。 

 ※令和６年能登半島地震とは別の掲示板となりますのでご留意ください。 

[行政部] 

=============================================================================== 
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